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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つの光学層と、前記光学層の少なくとも１つの表面上に付着される少なく
とも１つの帯電防止層と、を含み、前記帯電防止層が、（ａ）少なくとも１つの重合性オ
ニウム塩、及び（ｂ）少なくとも１つの非オニウム重合性シリコーン、又はペルフルオロ
ポリエーテル部分含有モノマー、オリゴマー、若しくはポリマーの反応生成物を含む、光
学デバイスであって、
　前記オニウム塩が、次の式を有し、
　（Ｒ1）a-bＧ

+［（ＣＨ2）qＤＲ2］bＸ
-

　式中、
　各Ｒ1は独立してアルキル、脂環式、アリール、アルカリ環式、アルカリル、脂環式ア
ルキル、芳香脂環式、又は脂環式アリール部分を含み、かかる部分は１つ以上のヘテロ原
子、例えば、窒素、酸素、若しくはイオウなどを含んでよく、又はリン若しくはハロゲン
（したがって事実上フルオロ有機物であり得る）を含んでよく、
　Ｇは窒素、イオウ、又はリンであり、
　Ｇがイオウであるときａは３であり、Ｇが窒素又はリンであるときａは４であり、
　Ｇがイオウであるときｂは１～３の整数であり、Ｇが窒素又はリンであるときｂは１～
４の整数であり、
　ｑは１～４の整数である。
　Ｄは酸素、イオウ、又はＮＲであり、ここでＲはＨ又は１～４個の炭素原子の低級アル
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キルであり、
　Ｒ2は（メタ）アクリルであり、
　Ｘ-はアニオンであり、
　前記重合性オニウム塩が、イオン液体であり、かつ１００℃未満の融点（Ｔm）を有す
る、光学デバイス。
【請求項２】
　請求項１に記載の光学デバイスを製造する方法であって、
　前記帯電防止層を、（１）（ａ）前記少なくとも１つのオニウム塩と、（ｂ）前記少な
くとも１つの非オニウム重合性シリコーン、又はペルフルオロポリエーテル部分含有モノ
マー、オリゴマー、若しくはポリマーと、任意に（ｃ）少なくとも１つの非シリコーン非
ペルフルオロポリエーテルモノマー、オリゴマー、又はポリマーと、を含む液体コーティ
ング組成物を提供する工程、（２）前記液体コーティング組成物を前記光学層の表面に適
用する工程、及び（３）前記液体コーティング組成物をその場で硬化し、前記帯電防止層
を形成する工程、により形成することを含む、方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、帯電防止コーティングを有する光学デバイスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　様々な光学デバイス、例えば、構造化表面フィルム、ミクロスフェア層、又は多層光学
構造物を用いる光透過の制御又は変更は周知である。
【０００３】
　このようなデバイスは、アセンブリとして、又はアセンブリ中で、ディスプレイによっ
て作られる画像の鮮明度の上昇、及び、選択した輝度を生じさせるのに必要な消費電力の
削減を目的に一般に用いられている。このようなアセンブリは、コンピュータ、テレビ、
ビデオレコーダー、携帯通信デバイス、及び車両用機器表示などの装置で一般に用いられ
ている。
【０００４】
　輝度向上フィルム、及びかかるフィルムを備える光学アセンブリの実例は、米国特許第
５，１６１，０４１号（Ａｂｉｌｅａｈ）、同第５，７７１，３２８号（Ｗｏｒｔｍａｎ
ら）、同第５，８２８，４８８号（Ｏｕｄｅｒｋｉｒｋら）、同第５，９１９，５５１号
（Ｃｏｂｂら）、同第６，２７７，４７１号（Ｔａｎｇ）、同第６，２８０，０６３号（
Ｆｏｎｇ）、同第６，３５４，７０９号（Ｃａｍｐｂｅｌｌら）、同第６，７５９，１１
３号（Ｔａｎｇ）、同第７，２６９，３２７号（Ｔａｎｇ）、同第７，２６９，３２８号
（Ｔａｎｇ）、及び米国特許出願公開第２００２／００５７５６４号（Ｃａｍｐｂｅｌｌ
ら）に開示されている。
【０００５】
　光学デバイス又はアセンブリは、別々に入手又は製造された２つ以上の層又はフィルム
を所望の構成に積層又は接合することにより典型的に作られる。かかるフィルムの取り扱
い又は接合、例えば、仮ライナーの剥離、包装、所望の位置への配置などの過程で、静電
気が生じる場合がある。このような帯電は、例えば、望んでいないのに互いにくっつかせ
る、構造物中にゴミを取り込ませるなど、フィルムの取り扱い特性を妨害する場合がある
。したがって、典型的には、光学構造物中の静電気の発生及び増強を防ぐ措置を講じるこ
とが望ましい。
【０００６】
　例えば、光学フィルム上への薄膜金属層の付着が周知である。しかしながら、複雑な表
面（例えば、凹部及び凸部機構で構成される表面を有する多くの光学フィルム構造物）上
に必要な金属フィルムを提供すること、及び構造物の光学特性の望まない低減がない状態
でそれを行うことが困難であり、構造物によっては、このようなフィルムは、アセンブリ
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の光学特性に望まれない影響を与え得る。米国特許第６，５７７，３５８号（Ａｒａｋａ
ｗａら）は、光学構造物中に導電性微粒子を含有する樹脂層の組み込みを開示する。かか
る構造物の導電性粒子は、望まれない吸光度及び／又は曇りを付与する可能性があり、そ
れにより構造物の光学特性が損なわれる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　優れた帯電防止特性及び光学特性を呈する改善された構造物の必要性がある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、優れた帯電防止性能及びその他性能特性を有する、改善された光学デバイス
、例えば、反射偏光子又は輝度向上フィルムを提供する。
【０００９】
　簡単にまとめると、本発明の光学デバイスは、少なくとも１つの光学層と、光学層の少
なくとも１つの表面上に付着される少なくとも１つの帯電防止層と、を含み、かかる帯電
防止層は、（ａ）少なくとも１つの重合性オニウム塩、及び（ｂ）少なくとも１つの重合
性非オニウムシリコーン、又はペルフルオロポリエーテル部分含有モノマー、オリゴマー
、若しくはポリマーの反応生成物を含む。出願者らは、このような材料を用いて驚くべき
共力性能を発見した。
【００１０】
　例えば、イオン液体の形状の重合性オニウム塩は容易に付加され、重合性コーティング
にＵＶ硬化性艶消しコーティングなどの追加機能性を付与し、余分な層を必要とせずに帯
電防止特性を提供する。本明細書に記載するように、非オニウム重合性シリコーン又はペ
ルフルオロポリエーテルモノマー、オリゴマー、若しくはポリマーを使用すると、驚くべ
きことに、使用しない場合は得られるコーティングの帯電防止特性を低減するであろう、
より高いＴｇアクリレート材料の添加を可能にすることが判明している。重合性シリコー
ン又はペルフルオロポリエーテルは、重合性イオン液体コーティングの帯電防止特性を相
乗的に改善することに加え、改善されたコーティング性及び引っかき抵抗性を提供するこ
とができる。更に、本明細書で提供されるコーティングは、得られる光学デバイスに表面
の曇り、艶消し表面を付与する耐久性層を生じさせることができる。
【００１１】
　驚くべき帯電防止性能に加え、本発明のその他の利点として、本発明の帯電防止層が、
（１）様々な光学フィルムにしっかりと付着すること、（２）光学デバイスが用いられ、
例えばディスプレイ装置を製造する際、取り扱い及び操作に耐えるように耐久性を有し得
ること、（３）特徴が一時的でないこと、（４）透明かつ無色であること、及び（５）こ
れらをそのまま使用できる、又は添加剤を付与して、色の選択、曇り、若しくはその他所
望の効果をもたらすことができるように、低い表面エネルギーを呈して多様な光管理目的
によく適するようにさせること、が挙げられる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
　本発明について、図面を参照して更に説明することにする。
【図１】本発明の実施形態を説明するための断面図。
【００１３】
　この図は実物大ではなく、単に説明目的のものであって限定するものではない。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　別段の指定がない限り、量は全て重量％で表す。本明細書で表される数量は全て、修飾
語「約」又は「およそ」が先行すると理解される。
【００１５】
　本発明の光学フィルムは静電気拡散性であり、５キロボルトの電場で前面に印加された
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静電荷の９０％が、１０秒未満、好ましくは５秒未満、より好ましくは２秒未満、更によ
り好ましくは１秒未満、最も好ましくは０．１秒未満に消散するだろう。使用した試験は
実施例に記載する。
【００１６】
　帯電防止層のこの強力な静電気拡散性能及びその他有利な特性を考慮すると、本発明を
利用して様々な光学構造物を製造できる。本発明の実施形態を図１に示しており、ここで
光学構造物１０は、光学フィルム１２と、その表面１６上の帯電防止層１４と、反対面２
０上の任意の接着剤１８と、を含む。
【００１７】
　光学膜
　本発明の光学構造物で用いる光学フィルムは、多くは所望の光学的効果、すなわち光管
理特性に基づく選択により、当業者が容易に選択できる。本明細書で用いられる光学フィ
ルムは、単層部材、例えば、ポリエステルベースフィルムと呼ばれる場合もある実質的に
平らなポリエステルのシート、又はより特化した光学特性を提供する複雑に形成された構
成要素の特徴を備える多層アセンブリであってよい。本明細書で使用できる光学フィルム
の実例は、光学ベースフィルム、多層光学フィルム、拡散反射偏光フィルム、プリズム状
輝度向上フィルム、プリズム状光学的特徴部のアレイ、レンズ状光学的特徴部のアレイ、
及びビーズゲインディフューザーフィルムからなる群から選択されてよい。
【００１８】
　いくつかの実施形態では、本発明のデバイス中の光学フィルムは、反射偏光子（例えば
、屈折率が異なる層が規則的に繰り返されるいわゆる多層光学フィルム、つまり「ＭＯＦ
」）、輝度向上フィルム、及び拡散反射偏光フィルム（異なる屈折率のドメインを持つ多
相構造を有する「ＤＲＰＦ」と呼ばれる場合がある）からなる群から選択される。反射偏
光子の一実例は、３Ｍから市販されており、米国特許第７，３４５，１３７（Ｈｅｂｒｉ
ｎｋら）に記載されているＶＩＫＵＩＴＩ（商標）Ｄｕａｌ　Ｂｒｉｇｈｔｎｅｓｓ　Ｅ
ｎｈａｎｃｅｍｅｎｔ　Ｆｉｌｍ　ＩＩ（ＤＢＥＦ－ＩＩ）である。好適なプリズム状輝
度向上フィルム（「ＢＥＦ」と呼ばれる場合がある）も３Ｍから市販されており、例えば
、米国特許第５，７７１，３２８号（Ｗｏｒｔｍａｎら）、同第６，２８０，０６３号（
Ｆｏｎｇ）、及び同第６，３５４，７０９号（Ｃａｍｐｂｅｌｌら）、並びに米国特許出
願公開第２００９００１７２５６号（Ｈｕｎｔら）に記載されている。本明細書で使用で
きる拡散反射偏光フィルムの実例としては、米国特許第５，８２５，５４３号（Ｏｕｄｅ
ｒｋｉｒｋら）に開示されるものが挙げられる。本明細書で用いるのに好適な市販の光学
フィルムの実例としては、いずれも３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能なＶＩＫＵＩＴＩ
（商標）Ｄｕａｌ　Ｂｒｉｇｈｔｎｅｓｓ　Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｆｉｌｍ（ＤＢＥＦ）、
ＶＩＫＵＩＴＩ（商標）Ｂｒｉｇｈｔｎｅｓｓ　Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｆｉｌｍ（ＢＥＦ）
、ＶＩＫＵＩＴＩ（商標）Ｄｉｆｆｕｓｅ　Ｒｅｆｌｅｃｔｉｖｅ　Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ
　Ｆｉｌｍ（ＤＲＰＦ）、ＶＩＫＵＩＴＩ（商標）Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｓｐｅｃｕｌａｒ
　Ｒｅｆｌｅｃｔｏｒ（ＥＳＲ）、及びＶＩＫＵＩＴＩ（商標）Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐｏ
ｌａｒｉｚｉｎｇ　Ｆｉｌｍ（ＡＰＦ）として販売されている市販の光学フィルムが挙げ
られる。
【００１９】
　米国特許第５，１７５，０３０号（Ｌｕら）、及び同第５，１８３，５９７号（Ｌｕ）
に記載されているように、マイクロ構造を有する物品（例えば、輝度向上フィルム）は、
（ａ）重合性組成物を調製する工程と、（ｂ）重合性組成物を、マスターの陰画マイクロ
構造成形表面上に、マスター上のキャビティをかろうじて充填するのに十分な量で付着さ
せる工程と、（ｃ）重合性組成物のビーズを、その少なくとも一方が可撓性である、予備
形成されたベース（例えばＰＥＴフィルム）とマスターとの間で移動させることによって
、キャビティを充填する工程と、（ｄ）組成物を硬化させ、ベース上にマイクロ構造化光
学素子のアレイを得る工程と、を含む方法によって調製することができる。マスターは、
ニッケル、ニッケルメッキした銅若しくは黄銅のような金属製であってもよく、又は重合
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条件下で安定であって、好ましくは重合した材料をマスターからきれいに取り出すことが
できる表面エネルギーを有する、熱可塑性材料であってもよい。
【００２０】
　有用なベース材料としては、例えば、スチレン－アクリロニトリル、セルロースアセテ
ートブチレート、セルロースアセテートプロピオネート、セルローストリアセテート、ポ
リエーテルスルホン、ポリメチルメタクリレート、ポリウレタン、ポリエステル、ポリカ
ーボネート、ポリ塩化ビニル、ポリスチレン、ポリエチレンナフタレート、ナフタレンジ
カルボン酸系コポリマー又はブレンド、ポリシクロオレフィン、ポリイミド、及びガラス
が挙げられる。所望により、ベース材料には、これらの材料の混合物又は組み合わせを含
有させることができる。更に、ベースは多層であってもよいし、又は連続相の中に懸濁又
は分散した分散成分を含有してもよい。
【００２１】
　輝度向上フィルムなどのミクロ構造保有製品の場合、好ましいベース材料の例には、ポ
リエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）及びポリカーボネートが挙げられる。有用なＰＥＴ
フィルムの例としては、フォトグレードのポリエチレンテレフタレート及びＤｕＰｏｎｔ
　Ｔｅｉｊｉｎ　Ｆｉｌｍｓ（Ｈｏｐｅｗｅｌｌ，Ｖｉｒｇｉｎｉａ）から入手可能なＭ
ＥＬＩＮＥＸ（商標）ＰＥＴが挙げられる。
【００２２】
　いくつかのベース材料は、光学的に活性であり得、偏光材料として機能することができ
る。フィルムを通過する光の偏光は、例えば、通過光を選択的に吸収するフィルム材料中
に二色偏光子を含ませることによって実現することができる。光の偏光はまた、配列雲母
チップのような無機材料を含ませることによって、又は、連続フィルム中に分散する光変
調液晶の液滴のような、連続フィルム中に分散する不連続相によって実現することができ
る。代替手段として、異なる材料のマイクロファイン層から偏光フィルムを調製すること
ができる。フィルム内の材料は、例えば、フィルムの延伸、電場又は磁場の印加、及びコ
ーティング技術のような方法を用いることによって、偏光配向に揃えることができる。
【００２３】
　偏光フィルムの例としては、米国特許第５，８２５，５４３号（Ｏｕｄｅｒｋｉｒｋら
）及び同第５，７８３，１２０（Ｏｕｄｅｒｋｉｒｋら）に記載されるものが挙げられる
。輝度向上フィルムと組み合わせてのこれらの偏光フィルムの使用は、米国特許第６，１
１１，６９６号（Ａｌｌｅｎら）に記載されている。ベースとして使用できるその他の偏
光フィルムの例は、米国特許第５，８８２，７７４号（Ｊｏｎｚａら）に記載されるフィ
ルムである。
【００２４】
　有用な基材としては、Ｖｉｋｕｉｔｉ（商標）Ｄｕａｌ　Ｂｒｉｇｈｔｎｅｓｓ　Ｅｎ
ｈａｎｃｅｄ　Ｆｉｌｍ（ＤＢＥＦ）、Ｖｉｋｕｉｔｉ（商標）Ｂｒｉｇｈｔｎｅｓｓ　
Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｆｉｌｍ（ＢＥＦ）、Ｖｉｋｕｉｔｉ（商標）Ｄｉｆｆｕｓｅ　Ｒｅ
ｆｌｅｃｔｉｖｅ　Ｐｏｌａｒｉｚｅｒ　Ｆｉｌｍ（ＤＲＰＦ）、Ｖｉｋｕｉｔｉ（商標
）Ｅｎｈａｎｃｅｄ　Ｓｐｅｃｕｌａｒ　Ｒｅｆｌｅｃｔｏｒ（ＥＳＲ）、及びＶｉｋｕ
ｉｔｉ（商標）Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐｏｌａｒｉｚｉｎｇ　Ｆｉｌｍ（ＡＰＦ）として販
売されている市販の光学フィルムが挙げられ、いずれも３Ｍ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可
能である。
【００２５】
　ベースへの光学層の付着を促進するために、ベースフィルム材料の１つ以上の表面に、
所望により下地処理又は他の処理を施すことができる。ポリエステルベースフィルム層に
特に好適なプライマーには、米国特許第５，４２７，８３５号（Ｍｏｒｒｉｓｏｎら）に
記載されているようなスルホポリエステルプライマーが挙げられる。プライマー層の厚さ
は、典型的には少なくとも約２０ｎｍであり、一般的には約３００ｎｍ以下約４００ｎｍ
までである。
【００２６】
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　光学素子は、任意の多数の有用なパターンを有することができる。これらは、規則的又
は不規則的なプリズムパターンを含み、それは環状プリズムパターン、キューブコーナー
パターン又は任意のその他のレンズ状微細構造であり得る。有用なマイクロ構造は、輝度
向上フィルムとして使用するための全内部反射フィルムとして機能し得る、規則的プリズ
ムパターンである。別の有用なマイクロ構造は、反射フィルムとして使用するための再帰
反射フィルム又は再帰反射素子として機能し得る、コーナーキューブプリズムパターンで
ある。別の有用なマイクロ構造は、光学ディスプレイに使用するための光学回転フィルム
又は光学回転素子として機能し得るプリズムパターンである。
【００２７】
　重合マイクロ構造表面を有する１つの好ましい光学フィルムは、輝度向上フィルムであ
る。輝度向上フィルムは、一般に、照明装置の軸上の輝き（本明細書で「輝度」と呼ばれ
る）を増強する。マイクロ構造のトポグラフィーは、フィルム表面上の複数個のプリズム
とすることができ、その結果、フィルムを使用して、反射及び屈折により光を方向転換さ
せることができる。プリズム高さは、範囲外の高さを有する特徴部が当然使用できること
は理解されるが、典型的には約１～約７５マイクロメートルの範囲である。ラップトップ
コンピュータ、時計などに見られるような光学ディスプレイ中で使用される場合、マイク
ロ構造光学フィルムは、ディスプレイから散逸する光を、光学ディスプレイを貫通する垂
直軸から所望の角度で配置される一対の平面内に制限することによって、光学ディスプレ
イの輝度を増大させることができる。結果として、ディスプレイから許容範囲の外部に出
るであろう光は、反射してディスプレイ内へ戻り、そこでその光の一部が「再利用」され
、ディスプレイから放出可能な角度でマイクロ構造フィルムに戻されることができる。こ
の再利用は、ディスプレイに所望の輝度レベルを提供するために必要な電力消費量を低減
することができることから、有用である。
【００２８】
　輝度向上フィルムのマイクロ構造化光学素子は、一般に、フィルムの長さ又は幅に沿っ
て伸びる複数の平行な長手方向隆起部を含む。これらの隆起部は、複数個のプリズム先端
から形成され得る。各プリズムは、第１ファセット及び第２ファセットを有する。プリズ
ムは、プリズムが形成されている第１表面と、実質的に平ら又は平面的な、第１表面の反
対側の第２表面と、を有するベースの上に形成されている。直角プリズムとは、その頂角
が、典型的には約９０°であることを意味する。しかしながら、この角度は約７０°～約
１２０°の範囲であることができ、約８０°～約１００°の範囲であってよい。これらの
先端は、先鋭形、丸形、又は平坦形若しくは切頭形とすることができる。例えば、隆起部
は約４～約７～約１５マイクロメートルの範囲の半径で丸くなっていることができる。プ
リズム頂点間の間隔（つまりピッチ）は、約５～約３００マイクロメートルであってよい
。プリズムは、米国特許第７，０７４，４６３号（Ｊｏｎｅｓら）に記載されるような、
様々なパターンに構成することができる。
【００２９】
　輝度向上フィルムの構造のピッチは、好ましくは１ミリメートル以下、より好ましくは
１０マイクロメートル～１００マイクロメートル、更により好ましくは１７マイクロメー
トル～５０マイクロメートルである。５０マイクロメートルであるピッチが、非常に効果
的であることが判明している。好ましいピッチは、液晶ディスプレイの画素ピッチ、又は
そのフィルムの他の光学的応用のパラメーターに部分的に依存するだろう。プリズムピッ
チは、モアレ干渉を最低限にするよう選択すべきである。
【００３０】
　薄い輝度向上フィルムに用いる本発明の光学デバイスでは、ピッチは好ましくは約１０
～約３６マイクロメートル、より好ましくは約１７～約２４マイクロメートルである。こ
れは、好ましくは約５～約１８マイクロメートル、より好ましくは約９～約１２マイクロ
メートルのプリズム高さに相当する。プリズムファセットは同一である必要はなく、プリ
ズムは互いに関して傾斜していてもよい。光学物品の全厚とプリズム高さとの関係は、変
化してもよい。しかしながら、典型的には、明確に定義されたプリズムファセットを有す
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る比較的薄い光学層を使用することが望ましい。約１ミル（約２０～約３５マイクロメー
トル）に近い厚さを備えた基材上の薄い輝度向上フィルムの場合、総厚さに対するプリズ
ム高さの比は通常、約０．２～約０．４である。別の実施形態では、より厚いＢＥＦ材料
が用いられ、ＢＥＦ材料はピッチ５０マイクロメートル、厚さ２５マイクロメートルであ
る。
【００３１】
　一実施形態では、本発明は、顕著な曇り及び帯電防止特性、引っかき抵抗性を示し、防
眩偏光子を湿潤しないことで、フィルムスタックでトップシートとしての使用によく適す
るようになる反射偏光子を提供する。
【００３２】
　当業者には当然のことながら、他の種類の光学層、又は上記実例以外のＭＯＦ、ＢＥＦ
、又はＤＲＰＦ材料の実施形態を用いて、本発明の光学デバイスを製造できる。
【００３３】
　帯電防止層
　帯電防止層は、（ａ）少なくとも１つの重合性オニウム塩、及び（ｂ）少なくとも１つ
の重合性非オニウムシリコーン、又はペルフルオロポリエーテル部分含有モノマー、オリ
ゴマー、若しくはポリマーを含む反応混合物の反応生成物を含む。出願者らは、このよう
な組成物が驚くべき相乗的結果をもたらすことを発見した。いくつかの実施形態では、帯
電防止層は、（ｃ）重合性非オニウム非シリコーンモノマー、オリゴマー、又はポリマー
、例えば、アクリレートを更に含む反応混合物の反応生成物を含む。
【００３４】
　種々の帯電防止剤が約２～約１０秒での静電荷減衰時間を提供できるが（実施例に記載
される試験方法に従って測定されるとき）、特定の種類及び量の帯電防止剤のみが約１．
５秒未満の静電荷減衰時間を提供できることが判明している。本発明の帯電防止層は、典
型的には約１０秒未満の静電荷減衰時間を呈し、好ましい実施形態では有利に、０．５、
０．４、０．３、０．２、又は０．１秒以下の静電荷減衰時間を提供できる。
【００３５】
　本明細書で有用な実例的な重合性塩は、融点（Ｔｍ）が約１００℃を下回る重合性塩を
含む重合性イオン液体である。カチオン、アニオン、又はその両方が重合可能であってよ
い。コーティング処方中の溶媒キャリアの助けがある、又はない状態でコーティングにお
いて使い勝手が良いように、これらの化合物の融点は、より好ましくは約６０℃を下回り
、最も好ましくは約２５℃を下回る。
【００３６】
　好適なオニウム塩は、アンモニウム塩、スルホニウム塩、ホスホニウム塩、ピリジニウ
ム塩、及びイミダゾリウム（imadazolium）塩からなる群から選択されてよい。
【００３７】
　本発明で用いるのに好ましいオニウム塩は、次の式を有する。
【００３８】
　（Ｒ１）ａ－ｂＧ＋［（ＣＨ２）ｑＤＲ２］ｂＸ－　　　　　　　　　　　　　（Ｉ）
　式中、
　Ｒ１はそれぞれ独立してアルキル、脂環式、アリール、アルカリ環式（alkalicyclic）
、アルカリル、脂環式アルキル、アル環式（aralicyclic）、又は脂環式アリール（alicy
clicaryl）部分を含み、かかる部分は１つ以上のヘテロ原子、例えば、窒素、酸素、若し
くはイオウなどを含んでよく、又はリン若しくはハロゲン（したがって事実上フルオロ有
機物であり得る）を含んでよく、Ｒ１は環式又は芳香族であってよく、その環内にＧ＋を
含んでよく、
　Ｇは窒素、イオウ、又はリンであり、
　Ｇがイオウであるときａは３であり、Ｇが窒素又はリンであるときａは４であり、
　Ｇがイオウであるときｂは１～３の整数であり、Ｇが窒素又はリンであるときｂは１～
４の整数であり、
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【００３９】
　Ｄは酸素、イオウ、又はＮＲであり、ここでＲはＨ又は１～４個の炭素原子の低級アル
キルであり、
　Ｒ２は（メタ）アクリルであり、
　Ｘ－はアニオン、好ましくは有機アニオン、より好ましくはフルオロ有機アニオンであ
る。
【００４０】
　Ｇ＋が環内に含まれるいくつかの実施形態では、オニウム塩は以下の式のうちの１つを
有する。
【００４１】
【化１】

【００４２】
　オニウム塩は、１～９９．９５重量％、好ましくは１０～６０重量％、より好ましくは
３０～５０重量％で層中に存在できる。アクリル官能性オニウムは、より早くより高度な
硬化度を示すため、メタクリルオニウムよりも好ましい。
【００４３】
　本明細書で有用なアニオンの実例として、アルキルサルフェート、メタンスルホネート
、トシレート、フルオロ有機物、フルオロ無機物、及びハロゲン化物が挙げられる。
【００４４】
　好ましくは、アニオンはフッ素性化学物質アニオンである。いくつかの実例として、－
Ｃ（ＳＯ２ＣＦ３）３、－Ｏ３ＳＣＦ３、－Ｏ３ＳＣ４Ｆ９、及び－Ｎ（ＳＯ２ＣＦ３）

２が挙げられる。入手容易性とコストの点から、多くの場合、－Ｏ３ＳＣＦ３、－Ｏ３Ｓ
Ｃ４Ｆ９、及び－Ｎ（ＳＯ２ＣＦ３）２が好ましい。典型的には、－Ｎ（ＳＯ２ＣＦ３）

２は、いくつかの別の選択肢よりも広範囲の溶解度を提供し、それを含有する組成物の調
製及び使用を多少容易にするため、最も好ましい。
【００４５】
　本明細書で有用な弱配位フルオロ有機アニオンの代表例として、フッ素化アリールスル
ホネート、ペルフルオロアルカンスルホネート、シアノペルフルオロアルカンスルホニル
アミド、ビス（シアノ）ペルフルオロアルカンスルホニルメチド、ビス（ペルフルオロア
ルカンスルホニル）イミド、シアノ－ビス－（ペルフルオロアルカンスルホニル）メチド
、ビス（ペルフルオロアルカンスルホニル）メチド、及びトリス（ペルフルオロアルカン
スルホニル）メチド、その他同種のもののようなアニオンが挙げられる。
【００４６】
　好適な弱配位フルオロ有機アニオンの実例として、以下のものが挙げられる。
【００４７】
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【化２】

【００４８】
　式中、Ｒｆはそれぞれ独立して、環式又は非環式、飽和又は不飽和であってよく、連結
された（「鎖状に」）又は末端の、Ｎ、Ｏ、及びＳなどのヘテロ原子（例えば、－ＳＦ４

－又は－ＳＦ５）を任意に含有してよいフッ素化アルキル又はアリール基であり、Ｑは独
立して、ＳＯ２又はＣＯ連結基であり、Ｘは、ＱＲｆ、ＣＮ、ハロゲン、Ｈ、アルキル、
アリール、Ｑ－アルキル、及びＱ－アリールの群から選択される。任意の２つの近接する
Ｒｆ基を連結し環を形成してよい。好ましくは、Ｒｆはペルフルオロアルキル基であり、
ＱはＳＯ２であり、ＸはそれぞれＱＲｆである。
【００４９】
　フルオロ有機アニオンが用いられる場合、所望に応じ、完全フッ素化、すなわちペルフ
ルオロ化、又は部分フッ素化（その有機部分内で）のいずれかであってよい。好ましいフ
ルオロ有機アニオンとしては、少なくとも１つの高度フッ素化アルカンスルホニル基、す
なわちペルフルオロアルカンスルホニル基、又は部分フッ素化アルカンスルホニル基であ
って、全ての非フッ素炭素結合置換基がスルホニル基に直接結合される炭素原子以外の炭
素原子に結合する（好ましくは、全ての非フッ素炭素結合置換基がスルホニル基から炭素
原子３つ以上離れた炭素原子に結合する）基を含むものが挙げられる。
【００５０】
　好ましくは、フルオロ有機アニオンは、少なくとも約８０％がフッ素化（すなわち、ア
ニオンの炭素結合置換基の少なくとも約８０％がフッ素原子）されている。より好ましく
は、アニオンはペルフルオロ化（すなわち、炭素結合置換基の全てがフッ素原子である完
全フッ素化）されている。好ましいペルフルオロ化アニオンなどを含むアニオンは、例え
ば、１つ以上の連結された（すなわち鎖状に）又は末端の窒素、酸素、又はイオウなどの
ヘテロ原子（例えば、－ＳＦ４－又は－ＳＦ５）を含有してよい。
【００５１】
　ブレンド組成物及びブレンド用途向けの好ましいアニオンとしては、有機及びフルオロ
有機アニオン（より好ましくは、ペルフルオロアルカンスルホネート、２つ又は３つのス
ルホネート基を有するフルオロ有機アニオン、ビス（ペルフルオロアルカンスルホニル）
イミド、及びトリス（ペルフルオロアルカンスルホニル）メチド、最も好ましくは、ペル
フルオロアルカンスルホネート、及びビス（ペルフルオロアルカンスルホニル）イミド）
が挙げられる。いくつかの実施形態での好ましいアニオンは、全てのＸがＱＲｆであり、
全てのＱがＳＯ２であるペルフルオロ化であり、より好ましくは、アニオンはペルフルオ
ロアルカンスルホネート又はビス（ペルフルオロアルカンスルホニル）イミドであり、最
も好ましくは、アニオンはビス（ペルフルオロアルカンスルホニル）イミドである。
【００５２】
　フルオロ有機イオンは、より高い溶解度、及びオニウム塩の非オニウム重合性モノマー
、オリゴマー、又はポリマーとの相溶性をもたらす。これは、層の帯電防止性能を向上で
きる、良好な透明性及び良好なイオン移動度を有する層を提供するという点で重要である
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。好ましいアニオンとしては、－Ｃ（ＳＯ２ＣＦ３）３、－Ｏ３ＳＣＦ３、－Ｏ３ＳＣ４

Ｆ９、及び－Ｎ（ＳＯ２ＣＦ３）２が挙げられる。入手容易性とコストの点から、より好
ましいアニオンは、－Ｏ３ＳＣＦ３、－Ｏ３ＳＣ４Ｆ９、及び－Ｎ（ＳＯ２ＣＦ３）２で
あり、更に最も好ましいアニオンは－Ｎ（ＳＯ２ＣＦ３）２である。
【００５３】
　重合性シリコーンモノマー、オリゴマー、及びポリマーの実例は、Ｄｅｇｕｓｓａから
ＴＥＧＯ（登録商標）Ｒａｄ製品群として入手できる。特に有用な重合性シリコーンは、
ＴＥＧＯ（商標）Ｒａｄ　２２５０などのアクリレート官能性シリコーンポリエーテルで
ある。
【００５４】
　いくつかの実施形態では、本発明の帯電防止層は、上記重合性シリコーンモノマー、オ
リゴマー、及びポリマーの代わりに、又はこれらに追加して、重合性ペルフルオロポリエ
ーテル部分含有モノマー、オリゴマー、又はポリマーを用いて製造する。米国特許出願公
開第２００６／０２１６５００Ａ１号（Ｋｌｕｎら）は、本明細書で有用なペルフルオロ
ポリエーテル部分含有ウレタンアクリレートの合成を開示している。好適な材料の一種と
して、一価ペルフルオロポリエーテル部分、及び、従来の炭化水素系（より好ましくはア
クリレート系）ハードコート材料、例えば、以下の式（ＩＩ）を有するものと結合される
多アクリレート末端基を有するペルフルオロポリエーテルウレタンが挙げられる。
【００５５】
　Ｒｉ－（ＮＨＣ（Ｏ）ＢＱ’Ｒｆ）ｍ－（ＮＨＣ（Ｏ）ＯＱ’（Ａ）ｐ）ｎ　（ＩＩ）
　式中、Ｒｉはマルチイソシアネートの残基であり、
　ＢはＯ、Ｓ、又はＮＲであり、ここでＲはＨ又は１～４個の炭素原子の低級アルキルで
あり、
　Ｒｆは、式Ｆ（ＲｆｃＯ）ｘＣｄＦ２ｄ－を含む基からなる一価のペルフルオロポリエ
ーテル部分であり、式中、各Ｒｆｃは独立して１～６個の炭素原子を有するフルオロ化ア
ルキレン基を示し、各ｘは独立して２以上の整数を示し、ｄは１～６の整数であり、
　Ｑ’は独立して少なくとも２の価数の接続基であり、
　Ａは、メタ（アクリル）官能基－ＸＣ（Ｏ）Ｃ（Ｒ２）＝ＣＨ２、式中、Ｒ２は１～４
個の炭素原子を有する低級アルキル若しくはＨ又はＦであり、
　ｍは少なくとも１であり、
　ｎは少なくとも１であり、
　ｐは２～６であり、
　ｍ＋ｎは２～１０であり、
　ここで下付き文字ｍ及びｎが付く各ユニットはＲｉユニットに結合している。
【００５６】
　Ｑ’は直鎖若しくは分枝鎖、又は環含有接続基であってよい。Ｑ’には共有結合、アル
キレン、アリーレン、アラルキレン、又はアルカリーレンが含まれ得る。Ｑ’は所望によ
り、Ｏ、Ｎ、及びＳなどのヘテロ原子並びにこれらの組み合わせを包含することができる
。Ｑ’は所望により、カルボニル又はスルホニルなどのヘテロ原子含有官能基、並びにこ
れらの組み合わせを包含することもできる。
【００５７】
　米国特許出願公開第２００８－０１２４５５５号（Ｋｌｕｎら）は、本明細書で有用な
ペルフルオロポリエーテル部分含有ウレタンアクリレート含有ポリ（エチレンオキシド）
部分の場合を開示している。ＰＣＴ国際公開第ＷＯ２００９／０２９４３８号（Ｐｏｋｏ
ｒｎｙら）は、本明細書で有用なペルフルオロポリエーテル部分含有ウレタンアクリレー
トを有する硬化性シリコーンを開示している。
【００５８】
　当業者に周知であるように、表面艶消しコーティングは、多くの場合光学フィルムにお
いて有用であり、本発明の帯電防止コーティングにこのような艶消し特性を付与すること
が望ましい場合がある。艶消しコーティングで曇り度が高まり、透明性が低下すると、特
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に液晶ディスプレイ（ＬＣＤ）において、より均一なディスプレイを提供し、下層のフィ
ルムスタック及びバックライトの光学的欠陥を隠すのに役立つ。艶消しコーティングを提
供する様々な手段があり、本発明で有用である。
【００５９】
　多相コーティングは、コーティングの表面において、又はバルク中にコーティングに組
み込まれる不混和性材料、例えば、コーティング中のポリメチルメタクリレートビーズな
どの粒子の同伴から生じる艶消し表面構造、を有することができる。いくつかの実施形態
では、コーティングの大部分が異なる屈折率を有する粒子を用いて、艶消し表面を必ずし
も生じなくても所望の曇り特性を付与することができる。有用な粒子は任意の形状であっ
てよいが、典型的には好ましい粒子形は、多くの場合、球形又は楕円形ビーズの形状であ
る。好ましい粒径は、一般的には平均直径が約０．１マイクロメートル～約２０マイクロ
メートルである。コーティングに相溶する任意の材料で粒子を製造してよい。粒子に好適
な材料のいくつかの実例として、ポリメチルメタクリレート、ポリブチルメタクリレート
、ポリスチレン、ポリウレタン、ポリアミド、ポリシリコーン、及びシリカが挙げられる
。有用な粒子は、Ｇａｎｚ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ、Ｓｅｋｉｓｕｉ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ　Ｃ
ｏ．，Ｌｔｄ．、及びＳｏｋｅｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　＆　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｃ
ｏ．，Ｌｔｄ．から得ることができる。
【００６０】
　オニウム塩、重合性シリコーン及び／又はペルフルオロポリエーテル含有物、並びに、
ある場合その他構成成分は、それらを混合し、重合して透明フィルムを形成するという点
で相溶性でなければならない。
【００６１】
　上述のオニウム塩、並びに重合性シリコーン及び／又はペルフルオロポリエーテル部分
含有成分に加えて、本発明の帯電防止層は、重合性非シリコーン非ペルフルオロポリエー
テルモノマー、オリゴマー、又はポリマーを更に含む硬化性成分から製造できる。このよ
うな材料を用い、得られる層の特性、例えば、光学フィルムへの接着性、可撓性、又はそ
の他機械的特性、光学特性、例えば、曇り度、透明性など、コスト低減性などを変更し得
る。
【００６２】
　本明細書で有用な重合性非シリコーン非オニウムモノマー、オリゴマー、又はポリマー
のいくつかの実例として、例えば、（ａ）モノ（メタクリル）含有化合物、例えば、フェ
ノキシエチルアクリレート、エトキシル化フェノキシエチルアクリレート、２－エトキシ
エトキシエチルアクリレート、エトキシル化テトラヒドロフルフラールアクリレート、及
びカプロラクトンアクリレート、（ｂ）ジ（メタ）アクリル含有化合物、例えば、１，３
－ブチレングリコールジアクリレート、１，４－ブタンジオールジアクリレート、１，６
－ヘキサンジオールジアクリレート、１，６－ヘキサンジオールモノアクリレートモノメ
タクリレート、エチレングリコールジアクリレート、アルコキシル化脂肪族ジアクリレー
ト、アルコキシル化シクロヘキサンジメタノールジアクリレート、アルコキシル化ヘキサ
ンジオールジアクリレート、アルコキシル化ネオペンチルグリコールジアクリレート、カ
プロラクトン変性ネオペンチルグリコールヒドロキシピバレートジアクリレート、カプロ
ラクトン変性ネオペンチルグリコールヒドロキシピバレートジアクリレート、シクロヘキ
サンジメタノールジアクリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、ジプロピレン
グリコールジアクリレート、エトキシル化（１０）ビスフェノールＡジアクリレート、エ
トキシル化（３）ビスフェノールＡジアクリレート、エトキシル化（３０）ビスフェノー
ルＡジアクリレート、エトキシル化（４）ビスフェノールＡジアクリレート、ヒドロキシ
ピバルアルデヒド変性トリメチロールプロパンジアクリレート、ネオペンチルグリコール
ジアクリレート、ポリエチレングリコール（２００）ジアクリレート、ポリエチレングリ
コール（４００）ジアクリレート、ポリエチレングリコール（６００）ジアクリレート、
プロポキシル化ネオペンチルグリコールジアクリレート、テトラエチレングリコールジア
クリレート、トリシクロデカンジメタノールジアクリレート、トリエチレングリコールジ
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アクリレート、トリプロピレングリコールジアクリレート；（ｃ）トリ（メタ）アクリル
含有化合物、例えば、グリセロールトリアクリレート、トリメチロールプロパントリアク
リレート、ペンタエリスリトール（pentaerthyritol）トリアクリレート、エトキシル化
トリアクリレート（例えば、エトキシル化（３）トリメチロールプロパントリアクリレー
ト、エトキシル化（６）トリメチロールプロパントリアクリレート、エトキシル化（９）
トリメチロールプロパントリアクリレート、エトキシル化（２０）トリメチロールプロパ
ントリアクリレート）、プロポキシル化トリアクリレート（例えば、プロポキシル化（３
）グリセリルトリアクリレート、プロポキシル化（５．５）グリセリルトリアクリレート
、プロポキシル化（３）トリメチロールプロパントリアクリレート、プロポキシル化（６
）トリメチロールプロパントリアクリレート）、トリメチロールプロパントリアクリレー
ト、トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレートトリアクリレート；（ｄ）多官能
性（メタ）アクリル含有化合物、例えば、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジ
トリメチロールプロパンテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレー
ト、エトキシル化（４）ペンタエリスリトールテトラアクリレート、カプロラクトン変性
ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、（ｅ）オリゴマー（メタ）アクリル化合物
、例えば、ウレタンアクリレート、ポリエステルアクリレート、エポキシアクリレートな
ど；上記のポリアクリルアミド類似体、及びこれらの組み合わせからなる群から選択され
る、ポリ（メタ）アクリルモノマーが挙げられる。このような化合物は、例えば、Ｓａｒ
ｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙ、ＵＣＢ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ、
Ｃｙｔｅｃ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ、Ｃｏｇｎｉｓ、及びＡｌｄｒｉｃｈ　Ｃｈｅｍｉ
ｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙなどの供給業者から広く入手可能である。追加の有用な（メタ）
アクリレート材料としては、例えば米国特許第４，２６２，０７２号（Ｗｅｎｄｌｉｎｇ
ら）に記載されたようなヒダントイン部分含有ポリ（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００６３】
　輝度向上フィルムの外層帯電防止コーティングは、フィルムの輝度向上特性に干渉しな
いように、最低限の吸光度及び着色を付与しなくてはならない。このコーティングは、曇
り度を高めて透明性を低下させ、均一なディスプレイを提供し、下層のフィルムスタック
及びバックライトの光学的欠陥を隠すことができる。これらは、妥当な耐久性を提供しな
ければならない。
【００６４】
　恐らく最も簡潔な実施形態では、本発明のデバイスは、本明細書に記載する帯電防止層
を片面上に有する光学層を含むであろう。図１に示すように、ここで光学層１２は、表面
１６上の帯電防止層１４、及び反対面２０上の任意の接着剤１８を有する単なるポリエス
テルフィルムである。この構造物を適切な用途で用いることができ、所望の場合、例えば
、任意の接着剤１８で、又は好適な場合は、表面２０の直接的積層により、所望の基材に
付着できる。いくつかの実施形態では、光学デバイスは、光学層又は光学デバイス各表面
、例えば、ＤＢＥＦ－ＩＩに本発明の帯電防止層を含んでよく、ここで帯電防止層は、同
一であってもよく、又は、例えば、一方の帯電防止層はＰＭＭＡビーズを有するが、もう
一方はないなど、独立して最適化してもよい。
【００６５】
　いくつかの実施形態では、次の方法、すなわち、（１）（ａ）本明細書に記載する少な
くとも１つの重合性オニウム塩と、（ｂ）本明細書に記載する少なくとも１つの非オニウ
ム重合性シリコーン、又はペルフルオロポリエーテル部分含有モノマー、オリゴマー、若
しくはポリマーと、任意に（ｃ）少なくとも１つの非シリコーン非ペルフルオロポリエー
テルモノマー、オリゴマー、又はポリマーと、を含む液体コーティング組成物を提供する
工程、（２）液体コーティング組成物を光学層の表面に適用する工程、（３）液体コーテ
ィング組成物をその場で硬化し、光学層の表面に帯電防止層を形成する工程、により、帯
電防止層を光学層上に形成する。別の実施形態では、帯電防止層を基材フィルム、例えば
、ポリエステルフィルムの片面に形成し、その後もう一方の面を光学フィルムの表面上に
配置、例えば、積層により若しくは接着剤で付着する、又は機械的手段で適所に保つ。
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【実施例】
【００６６】
　本発明は、以下の実例を参照して説明される。別段の指定がない限り、全ての量は重量
部又は重量パーセントで表す。
【００６７】
　試験方法：平均静電荷減衰は、以下の方法を用いて測定した。試験材料のシートを１２
ｃｍ×１５ｃｍのサンプルに切断し、相対湿度（ＲＨ）約５０％で少なくとも１２時間コ
ンディショニングした。この材料を、２２～２５℃の範囲の温度で試験した。ＭＩＬ－Ｓ
ＴＤ　３０１０、方法４０４６（以前はＦｅｄｅｒａｌ　Ｔｅｓｔ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｓｔ
ａｎｄａｒｄ　１０１１３、方法４０４６として知られていた）「Ａｎｔｉｓｔａｔｉｃ
　Ｐｒｏｐｅｒｔｉｅｓ　ｏｆ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ」に従い、ＥＴＳ　Ｍｏｄｅｌ　４
０６Ｄ　Ｓｔａｔｉｃ　Ｄｅｃａｙ　Ｔｅｓｔ　Ｕｎｉｔ（Ｅｌｅｃｔｒｏ－Ｔｅｃｈ　
Ｓｙｓｔｅｍｓ，Ｉｎｃ．製造）を用いて静電荷散逸時間を測定した。この装置は、高電
圧（５０００ボルト）を用いることにより平らな試験材料の表面上に初期静電荷（平均誘
導静電荷）を誘導し、電場計が５０００ボルト（又はいかなる誘導静電荷）から初期誘導
電荷の１０パーセントまでの表面電圧の減衰時間を監視できる。これが静電荷散逸時間で
ある。静電荷散逸時間が短いほど、試験材料の帯電防止特性が良くなる。本発明において
静電荷散逸時間の報告値は全て、少なくとも３回の別の測定における平均値（平均静電荷
減衰率）である。＞６０秒と報告される値は、試験したサンプルが表面伝導により除去で
きない初期静電荷を有し、帯電防止性ではないことを示す。試験したサンプルが約３００
０ボルト以上の電荷を受容しなかったとき、十分に帯電される帯電防止性であるとは考え
られなかった。
【００６８】
　材料
　ＤＢＥＦフィルム（光学層）：以下の実施例のほとんどにおいて、３ＭのＶＩＫＵＩＴ
Ｉ（商標）Ｄｕａｌ　Ｂｒｉｇｈｔｎｅｓｓ　Ｅｎｈａｎｃｅｍｅｎｔ　Ｆｉｌｍ　ＩＩ
（すなわちＤＢＥＦ　ＩＩ）を光学フィルムとして用いた。このフィルムは以下のように
製造され得る。
【００６９】
　多層反射偏光フィルムは、ポリエチレンナフタレートから作られる第１の光学層、及び
コ（ポリエチレンナフタレート）から作られる第２の光学層、並びに、表面薄層、すなわ
ち商標名「ＶＭ３６５」でＥａｓｔｍａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから市販
される脂環式ポリエステル／ポリカーボネートブレンドに、ＮＯＶＡ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
ｓから入手できるスチレン－アクリレートコポリマー「ＮＡＳ３０」を更にブレンドした
ものから作られる非光学層で構成した。
【００７０】
　次の原材料、すなわち、ジメチル２，６－ナフタレンジカルボキシレート（８０．９ｋ
ｇ）、ジメチルテレフタレート（６４．１ｋｇ）、１，６－ヘキサンジオール（１５．４
５ｋｇ）、エチレングリコール（７５．４ｋｇ）、トリメチロールプロパン（２ｋｇ）、
酢酸コバルト（ＩＩ）（２５ｇ）、酢酸亜鉛（４０ｇ）、及び酢酸アンチモン（ＩＩＩ）
（６０ｇ）を投入し、バッチ反応器で第１の光学層を形成するのに用いられるコポリエチ
レン－ヘキサメチレンナフタレートポリマー（ＣｏＰＥＮ５０５０ＨＨ）を合成する。２
気圧（２×１０５Ｎ／ｍ２）の圧力で２５４℃の温度まで混合物を加熱し、メタノール反
応生成物を除去しながら混合物を反応させた。反応の完了及びメタノール（およそ４２．
４ｋｇ）の除去後、反応槽にトリエチルホスホノアセテート（５５ｇ）を投入し、２９０
℃まで加熱しながら、圧力を１トル（２６３Ｎ／ｍ２）まで下げた。フェノール及びｏ－
ジクロロベンゼンの６０／４０重量パーセント混合物中で測定するとき、０．５５ｄＬ／
ｇの固有粘度を持つポリマーが生成されるまで、縮合副生成物であるエチレングリコール
を連続的に除去した。この方法によって生成されたＣｏＰＥＮ５０５０ＨＨポリマーは、
温度ランプ速度２０℃／分で示差走査熱量測定したところ、８５℃のガラス転移温度（Ｔ
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ｇ）を有した。ＣｏＰＥＮ５０５０ＨＨポリマーは、６３２ｎｍで１．６０１の屈折率を
有した。
【００７１】
　上記ＰＥＮ及びＣｏＰＥＮ５０５０ＨＨは、多層溶解マニホールドを通して共押出され
、第１及び第２の光学層の２７５の交互層を有する多層光学フィルムを形成する。この２
７５層の多層スタックを３部に分け、積層して８２５層を形成した。ＰＥＮ層は第１の光
学層であり、ＣｏＰＥＮ５０５０ＨＨ層は第２の光学層であった。第１及び第２の光学層
に加え、２組の表面薄層が追加の溶解ポートを通して光学層の外側に共押出された。２２
重量％のＮＡｓ３０とブレンドしたＶＭ３６５を用いて、表面薄層の外部の組を形成した
。したがって、構造物は、層の順に、ＶＭ３６５／ＮＡＳ３０ブレンドの外側表面薄層、
光学層１及び２の８２５交互層、ＶＭ３６５／ＮＡＳ３０ブレンド外側表面薄層であった
。
【００７２】
　多層押出フィルムを５メートル／分（１５フィート／分）で冷却ロール上にキャスティ
ングし、３０２°Ｆ（１５０℃）のオーブンで３０秒加熱し、続いて５．５：１の延伸比
で一軸配向した。１５０マイクロメートル（８ミル）の厚さの反射偏光フィルムが製造さ
れた。
【００７３】
　この多層フィルムを測定し、Ｇａｒｄｎｅｒヘイズメーターで測定するとき、４２％の
曇り度を有した。熱衝撃試験（反り試験）にかけると、この多層フィルムは、－３５℃～
８５℃の熱サイクルで１００時間後、許容レベルの反りを有した。
【００７４】
　帯電防止層のコーティング構成成分：以下の原材料を用い、実施例の帯電防止層を形成
するコーティング組成物を作製した。
【００７５】
　溶媒：メタノール
　光開始剤：ＥＳＡＣＵＲＥ（商標）Ｏｎｅ、Ｓａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙの重合
ヒドロキシケトン
　光開始剤：ＤＡＲＯＣＵＲ（商標）４２６５、Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌｓのヒドロキシケトンとジフェニルホスフィンオキシドの５０：５０ブレンド
　光開始剤：Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　ＣｈｅｍｉｃａｌｓのＩＲＧＡＣＵＲＥ（
商標）８１９
　多官能性アクリレート：ＳＡＲＴＯＭＥＲ（商標）ＳＲ－３５５、ジトリメチロールプ
ロパンテトラアクリレート
　多官能性アクリレート：ＳＡＲＴＯＭＥＲ（商標）ＳＲ－４９４、エトキシル化ペンタ
エリスリトールテトラアクリレート
　多官能性アクリレート：ＳＡＲＴＯＭＥＲ（商標）ＳＲ－９０４１、ペンタアクリレー
トエステル
　多官能性アクリレート：ＳＡＲＴＯＭＥＲ（商標）ＳＲ－２３８ｂ、ヘキサンジオール
ジアクリレート
　第四級アンモニウム塩アクリレート：ＡＧＥＦＬＥＸ（商標）ＦＡ１Ｑ８０ＭＣ＊５０
０（Ｎ－アクリロイルオキシエチル－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルアンモニウムクロライド、
（ＣｉｂａのＣＨ３）３ＮＣＨ２ＣＨ２ＯＣ（Ｏ）ＣＨ＝ＣＨ２

＋Ｃｌ－）
　１３４４の数重量分子量（number weight molecular weight）を有するＨＦＰＯＣ（Ｏ
）Ｎ（Ｈ）ＣＨ２ＣＨ２ＯＨを、米国特許出願公開第２００４－００７７７７５号（Ａｕ
ｄｅｎａｅｒｔら）に記載されるものと類似する手順（ＨＦＰＯメチルエステル、ａ＝６
．２のＦ（ＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２Ｏ）ａＣＦ（ＣＦ３）Ｃ（Ｏ）ＣＨ３をａ＝６．８５の
Ｆ（ＣＦ（ＣＦ３）ＣＦ２Ｏ）ａＣＦ（ＣＦ３）Ｃ（Ｏ）ＣＨ３に変更した点以外）に従
って作製した。アルコールの調製のためのメチルエステル材料は、米国特許第３，２５０
，８０８号（Ｍｏｏｒｅら）に報告されている方法に従って調製することができ、分別蒸
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留により精製される。
【００７６】
　本明細書で「Ｄｅｓ　Ｎ１００」と称するポリイソシアネートは、商品名「Ｄｅｓｍｏ
ｄｕｒ（商標）Ｎ１００」でＢａｙｅｒ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ　ＬＬＣ．から入手した。
【００７７】
　２，６－ジ－ｔ－ブチル－４－メチルフェノール（ＢＨＴ）、及びジブチル錫ジラウレ
ート（ＤＢＴＤＬ）はＳｉｇｍａ　Ａｌｄｒｉｃｈから入手可能である。
【００７８】
　商品名「ＳＲ４４４Ｃ」のペンタエリスリトールトリアクリレート（「ＰＥＴ３Ａ」）
はＳａｒｔｏｍｅｒ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手した。
【００７９】
　ＣＡＲＢＯＷＡＸ（商標）ＭＰＥＧ　７５０はＤｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏ．から
入手した。
【００８０】
　重合性シリコーン：示されるように、以前Ｄｅｇｕｓｓａから入手可能であって、現在
はＥｖｏｎｉｋ　ＩｎｄｕｓｔｒｉｅｓのＣｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ａｒ
ｅａから入手可能なＴＥＧＯ（商標）ＲＡＤ　２２５０、ＴＥＧＯ（商標）ＲＡＤ　２３
００、ＴＥＧＯ（商標）ＲＡＤ　２７００、及びＴＥＧＯ（商標）ＲＡＤ　２２００Ｎで
ある、アクリレート官能性シリコーンポリエーテル
　ビーズ：３マイクロメートルのポリメチルメタクリレートビーズであるＳＯＫＥＮ（商
標）ＴＳ３ＳＣ　Ａｃｒｙｌｉｃ　Ｐｏｗｄｅｒ
　重合性オニウム塩１（ＰＯＳ－１）、すなわち、（ＣＨ３）３ＮＣＨ２ＣＨ２ＯＣ（Ｏ
）ＣＨ＝ＣＨ２

＋－Ｎ（ＳＯ２ＣＦ３）２である
　－（アクリロイルオキシエチル）－Ｎ，Ｎ，Ｎ－トリメチルアンモニウムビス（トリフ
ルオロメタンスルホニル）イミドを、
【００８１】
【化３】

【００８２】
　以下のように調製した。
【００８３】
　オーバーヘッド攪拌器を備えた風袋測定済みの５Ｌ容の三口丸底フラスコに、１４８６
ｇ（水中７９．１固体％、６．０６９モル）のＡＧＥＦＬＥＸ（商標）ＦＡ１Ｑ８０ＭＣ
＊５００を投入し、内容物を４０℃まで加熱した。このフラスコに、２１７７．３３ｇ（
水中８０固体％、６．０６９モル）のＨＱ－１１５を約１分かけて追加し、続いて５９７
．６ｇの脱イオン水を加えた。１時間攪拌した後、反応液を分液漏斗に移し、下層の有機
層（２６８８．７ｇ）を反応フラスコに戻して、１４８６ｇの４０℃の脱イオン水で３０
分間洗浄した。下層（２６５６．５ｇ）を水層から再度分離し、オーバーヘッド攪拌器及
びト字管、並びに気泡発生装置を備えた、乾燥した５Ｌ容三口丸底にいれた。このフラス
コに２０００ｇのアセトンを加え、空気を吹き込みながら大気圧で６時間かけて反応液を
蒸留し、生成物を共沸乾燥して、２５９１ｇのゆっくりと固体に結晶化する透明な液体を
得た。
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【００８４】
　重合性オニウム塩２（ＰＯＳ－２）：以下の式で表されるものを以下のように調製した
。
【００８５】
【化４】

【００８６】
　塩化カルシウム管及び電磁攪拌器を付けたフラスコ内の、塩化メチレン（５０ｍＬ）中
トリス－（２－ヒドロキシエチル）メチルアンモニウムメチルサルフェート（１１．５８
ｇ、０．０４モル、ＢＡＳＦから入手可能）、イソシアナトエチルメタクリレート（１９
．５８ｇ、０．１２モル）、及び２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－メチルフェノール
（ＢＨＴ、０．０２０ｇ）（両方ともＡｌｄｒｉｃｈから入手可能）に、ジブチル錫ジラ
ウレートを１滴添加した。氷浴中でこの溶液を冷却し、３時間攪拌した後、室温まで温め
て、攪拌を更に３６時間継続した。反応の経過は、イソシアネートの吸収の消失を観察す
る赤外分光法で監視した。反応が完了したとき、溶媒を減圧で除去し、非常に粘稠な液体
を得た。
【００８７】
　ＰＦＰＥ　ＵＡ１：ペルフルオロポリエーテル部分含有ウレタン多アクリレート（ＤＥ
Ｓ　Ｎ１００／０．２０　ＨＦＰＯＣ（Ｏ）ＮＨＣＨ２ＣＨ２ＯＨ／０．３５　ＰＥＴ３

Ａ／０．５　ＭＰＥＧ　７５０）を以下のように調製した。攪拌棒を入れた５００ｍＬ容
丸底フラスコに、１５．００ｇ（ＥＷ　１９１、０．０７８５　ｅｑ、１．０モル分率）
のＤＥＳ　Ｎ１００、及び６４ｇのメチルエチルケトン（ＭＥＫ）を投入し、５５℃の油
浴中に置いた。次に、反応液にＤＢＴＤＬのＭＥＫ中１０％溶液を１４０マイクロリット
ル投入し、続いて、添加漏斗から２１．１１ｇ（ＭＷ　１３４４、０．０１５７　ｅｑ、
０．２モル分率）のＨＦＰＯＣ（Ｏ）ＮＨＣＨ２ＣＨ２ＯＨを１０分間かけて添加した。
この漏斗を５ｇのＭＥＫで洗い流した。ＨＦＰＯＣ（Ｏ）ＮＨＣＨ２ＣＨ２ＯＨの添加開
始から２時間後、滴下漏斗から５ｇのＭＥＫで希釈した２９．４５ｇ（０．０３９３　ｅ
ｑ、０．５モル分率）の融解されたＭＰＥＧ７５０を約５分間かけて反応液に添加した。
ＨＦＰＯＣ（Ｏ）ＮＨＣＨ２ＣＨ２ＯＨの添加開始から４時間後、１３．５９ｇ（４９４
．３　ＥＷ、０．０２７５　ｅｑ、０．３５モル分率）のＰＥＴ３Ａ、０．０３９６ｇの
ＢＨＴ、及び約５ｇのＭＥＫを反応液に加えた。一晩反応させた後、ＦＴＩＲは、イソシ
アネートの小さいピークを示した。３．１ｇの更なるＰＥＴ３Ａを追加して、約８時間後
反応が完了し、ＭＥＫで５０固体％に調整した。
【００８８】
　ＰＦＰＥ　ＵＡ２：ペルフルオロポリエーテル部分含有ウレタン多アクリレートレート
（ＤＥＳ　Ｎ１００／０．３０　ＨＦＰＯＣ（Ｏ）ＮＨＣＨ２ＣＨ２ＯＨ／０．３５　Ｐ
ＥＴ３Ａ／０．５　ＭＰＥＧ　７５０）を以下のように調製した。３．１６６ｇ（ＭＷ　
１３４４、０．０２３６　ｅｑ、０．３モル分率）のＨＦＰＯＣ（Ｏ）ＮＨＣＨ２ＣＨ２

ＯＨ、２９．４５ｇ（０．０３９３　ｅｑ、０．５モル分率）のＭＰＥＧ　７５０、０．
０４４９ｇのＢＨＴ、及び１３．５９ｇ（４９４．３　ＥＷ、０．０２７５　ｅｑ、０．
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３５モル分率）のＰＥＴ３Ａ以外は、ＰＦＰＥ　ＵＡ１と同様。
【００８９】
　（実施例１～９）
　９種類の重合性ビーズ付き艶消しコーティング処方を調製し、上述のＤＢＥＦ－ＩＩ上
にコーティングして、乾燥、硬化させて、試験を行った。これらの処方は全て、８２％メ
タノール、１．９％のＴＳ３ＳＣ　３マイクロメートルＰＭＭＡビーズ、及び０．１６％
のＥＳＡＣＵＲＥ（商標）Ｏｎｅを含有した。それ以外は、以下の表１に示すように変化
させた。各処方を混合し、確実に可溶性構成成分を溶解して、ビーズを分散した。各処方
を、＃８巻線メイヤーロッドでＤＢＥＦ－ＩＩの裏側にコーティングし、約１．６マイク
ロメートルの平均乾燥厚さを得た。各コーティングを、１４０°Ｆ（６０℃）のバッチ式
オーブン内で２分間乾燥し、次いで、Ｆｕｓｉｏｎ　ＵＶ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｉｎｃ．の
、Ｄバルブを用いて中圧ランプで動かすＦｕｓｉｏｎ　Ｆ６００　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ下
を、１０．７メートル／分（３５フィート／分）で１回通過させて窒素環境中でＵＶ硬化
した。１０．７メートル／分の速度では、放射されるＵＶエネルギーは、ＵＶＡ　４６０
ｍＪ／ｃｍ２、ＵＶＢ　８７ｍＪ／ｃｍ２、ＵＶＣ　１２ｍＪ／ｃｍ２、ＵＶＶ　２２０
ｍＪ／ｃｍ２である。全てのコーティングは、ＤＢＥＦ－ＩＩフィルムの輝度向上特性に
干渉することなく、良好な曇り及び表面艶消し特性をもたらした。処方及び静電荷減衰の
結果を表１に示す。
【００９０】
　表１の結果は、帯電防止特性の驚くべき飛躍的な改善、特に本明細書で実現できる驚く
べき相乗効果を示す。
【００９１】
【表１】

【００９２】
　（実施例１０～１３）
　実施例１０～１３用のコーティング処方を、示される重合性シリコーンアクリレート又
は重合性ペルフルオロポリエーテルと共にＰＯＳ－１を含めるため、下記の一般処方に従
って１００固体％処方（溶媒なし）として混合した。これらの組成物はビーズを含まなか
った。
【００９３】
　５５重量部のＳＲ　９０４１（Ｓａｒｔｏｍｅｒのペンタアクリレートエステル）
　２０部のＳＲ　２３８ｂ（ＨＤＤＡ、すなわち、Ｓａｒｔｏｍｅｒの１，６ヘキサンジ
オールジアクリレート）
　２５部のＰＯＳ－１
　２部（総重量の）の表２に示す硬化性シリコーン又は硬化性ペルフルオロポリエーテル
（perfluorpolyether）（ＰＦＰＥ）
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　０．５部（総重量の）ＩＲＧＡＣＵＲＥ（商標）８１９
　続いてこれらの処方を、研究室スケールのマルチロールコーターを用いて、およそ３マ
イクロメートルの最終厚さまで、５ミル（０．１３ｍｍ）のプライミングしたＰＥＴフィ
ルム上に室温でコーティングした。ＰＥＴフィルム上の所定のコーティング部分全体に、
コーティング処方の既知量を均一に計量することにより、コーティング厚さを慎重に制御
した。コーティングしたフィルムサンプルを６０℃まで１分間加熱し、次いで、Ｆｕｓｉ
ｏｎ　ＵＶ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｉｎｃ．のＦｕｓｉｏｎ　ＵＶ　Ｄバルブ下を９．１メー
トル／分（３０フィート／分）で１回通過させて窒素環境中でＵＶ硬化した。最終のコー
ティングは全て透明で滑らかなコーティングであり、ＰＥＴフィルム基材にうまく接着し
た。電荷減衰を測定する直前に、各サンプルを、２２℃及び５０％相対湿度である一定の
温度及び湿度の部屋で１２時間平衡させた。各処方の電荷減衰値は以下の表２に記録して
おり、いくつかの異なる非オニウム重合性材料で得られた結果を示す。
【００９４】
【表２】

【００９５】
　（実施例１４～１６）
　３種類の重合性透明コーティング処方を調製し、ＤＢＥＦ－ＩＩ上にコーティングして
、乾燥、硬化させて、試験を行った。これらの処方は全て、８５％メタノール、及び０．
１５％のＣＩＢＡ（商標）ＤＡＲＯＣＵＲ（商標）４２６５硬化剤を含有した。それ以外
は、以下の表３に示すように変化させた。各処方を混合し、確実に可溶性構成成分を確実
に溶解した。各処方を、＃１６巻線メイヤーロッドでＤＢＥＦ－ＩＩの裏側にコーティン
グし、約３マイクロメートルの平均乾燥厚さを得た。各コーティングを、１４０°Ｆ（６
０℃）のバッチ式オーブン内で２分間乾燥し、次いで、Ｆｕｓｉｏｎ　ＵＶ　Ｓｙｓｔｅ
ｍｓ　Ｉｎｃ．の、Ｄバルブを用いて中圧ランプで動かすＦｕｓｉｏｎ　Ｆ６００　Ｍｉ
ｃｒｏｗａｖｅ下を、１０．７メートル／分（３５フィート／分）で２回通過させて窒素
環境中でＵＶ硬化した。１０．７メートル／分の速度では、放射されるＵＶエネルギーは
、ＵＶＡ　４６０ｍＪ／ｃｍ２、ＵＶＢ　８７ｍＪ／ｃｍ２、ＵＶＣ　１２ｍＪ／ｃｍ２

、ＵＶＶ　２２０ｍＪ／ｃｍ２である。全てのコーティングは、ＤＢＥＦ－ＩＩフィルム
の輝度向上特性に干渉することなく、滑らかな透明コーティング層をもたらした。
【００９６】
　これらの処方及び静電荷減衰の結果は表３に示し、ここでは、重合性オニウムイオン液
体と重合性シリコーンの組み合わせにより、重合性透明コーティング中の帯電防止特性の
驚くべき飛躍的な改善が示される。
【００９７】
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【表３】

【００９８】
　（実施例１７）
　重合性透明コーティング処方を調製し、ＤＢＥＦ－ＩＩ上にコーティングして、乾燥、
硬化させて、試験を行った。この処方は、８５％メタノール、及び０．１５％のＣＩＢＡ
（商標）ＤＡＲＯＣＵＲ（商標）４２６５硬化剤を含有した。その他構成成分は、以下の
表４に示す。この処方を混合し、確実に可溶性構成成分を溶解した。この処方を、＃８巻
線メイヤーロッドでＤＢＥＦ－ＩＩの裏側にコーティングし、約１．６マイクロメートル
の平均乾燥厚さを得た。このコーティングを、１４０°Ｆ（６０℃）のバッチ式オーブン
内で２分間乾燥し、次いで、Ｆｕｓｉｏｎ　ＵＶ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｉｎｃ．の、Ｄバル
ブを用いて中圧ランプで動かすＦｕｓｉｏｎ　Ｆ６００　Ｍｉｃｒｏｗａｖｅ下を、１０
．７メートル／分（３５フィート／分）で２回通過させて窒素環境中でＵＶ硬化した。１
０．７メートル／分の速度では、放射されるＵＶエネルギーは、ＵＶＡ　４６０ｍＪ／ｃ
ｍ２、ＵＶＢ　８７ｍＪ／ｃｍ２、ＵＶＣ　１２ｍＪ／ｃｍ２、ＵＶＶ　２２０ｍＪ／ｃ
ｍ２である。このコーティングは、ＤＢＥＦ－ＩＩフィルムの輝度向上特性に干渉するこ
となく、滑らかな透明コーティング層をもたらした。
【００９９】
　この処方及び静電荷減衰の結果は表４に示し、ここでは、重合性オニウムイオン液体と
重合性ペルフルオロポリエーテルの組み合わせにより、重合性透明コーティング中の帯電
防止特性の驚くべき飛躍的な改善が示される。
【０１００】

【表４】

【０１０１】
　本発明を添付図面を参照しながら好ましい実施形態について詳細に説明したが、様々な
変更及び修正が当業者に明らかであることに留意されたい。そのような変更及び修正は、
本発明の範囲に含まれるものと理解すべきである。
【０１０２】
　本明細書で引用する全ての特許及び特許出願は、それらの全容を参照することにより援
用するものである。
【０１０３】
本開示は以下も含む。
［１］　少なくとも１つの光学層と、前記光学層の少なくとも１つの表面上に付着される
少なくとも１つの帯電防止層と、を含み、前記帯電防止層が、（ａ）少なくとも１つの重
合性オニウム塩、及び（ｂ）少なくとも１つの非オニウム重合性シリコーン、又はペルフ
ルオロポリエーテル部分含有モノマー、オリゴマー、若しくはポリマーの反応生成物を含
む、光学デバイス。
［２］　前記オニウム塩が、フルオロ有機アニオンを有するオニウム塩を含む、上記［１
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］に記載の光学デバイス。
［３］　前記オニウム塩が、アンモニウム塩、スルホニウム塩、ホスホニウム塩、ピリジ
ニウム塩、及びイミダゾリウム塩からなる群から選択される、上記［１］に記載の光学デ
バイス。
［４］　前記オニウム塩が、次の式を有し、
　（Ｒ1）a-bＧ

+［（ＣＨ2）qＤＲ2］bＸ
-

　式中、
　各Ｒ1は独立してアルキル、脂環式、アリール、アルカリ環式、アルカリル、脂環式ア
ルキル、アル環式、又は脂環式アリール部分を含み、かかる部分は１つ以上のヘテロ原子
、例えば、窒素、酸素、若しくはイオウなどを含んでよく、又はリン若しくはハロゲン（
したがって事実上フルオロ有機物であり得る）を含んでよく、
　Ｇは窒素、イオウ、又はリンであり、
　Ｇがイオウであるときａは３であり、Ｇが窒素又はリンであるときａは４であり、
　Ｇがイオウであるときｂは１～３の整数であり、Ｇが窒素又はリンであるときｂは１～
４の整数であり、
　ｑは１～４の整数である。
　Ｄは酸素、イオウ、又はＮＲであり、ここでＲはＨ又は１～４個の炭素原子の低級アル
キルであり、
　Ｒ2は（メタ）アクリルであり、
　Ｘ-はアニオンである、上記［１］に記載の光学デバイス。
［５］　前記式中、Ｘ-が、アルキルサルフェート、メタンスルホネート、トシレート、
フルオロ有機物、フルオロ無機物、及びハロゲン化物からなる群から選択されるアニオン
である、上記［４］に記載の光学デバイス。
［６］　前記式中、Ｘ-が、フッ素性化学物質アニオンである、上記［４］に記載の光学
デバイス。
［７］　前記式中、Ｘ-が、－Ｃ（ＳＯ2ＣＦ3）3、－Ｏ3ＳＣＦ3、－Ｏ3ＳＣ4Ｆ9、及び
－Ｎ（ＳＯ2ＣＦ3）2からなる群から選択される、上記［４］に記載の光学デバイス。
［８］　前記オニウム塩が、以下の式

【化１】

　のうち１つを有する、上記［１］に記載の光学デバイス。
［９］　前記重合性シリコーンモノマー、オリゴマー、又はポリマーが、ポリジメチルシ
ロキサン（ＰＤＭＳ）主鎖及び末端（メタ）アクリレート基を持つアルコキシ側鎖を有す
る材料である、上記［１］に記載の光学デバイス。
［１０］　前記光学層が、反射偏光子、輝度向上フィルム、及び拡散反射偏光フィルムか
らなる群から選択される、上記［１］に記載の光学デバイス。
［１１］　前記帯電防止層が、外層である、上記［１］に記載の光学デバイス。
［１２］　前記帯電防止層が、艶消し特性を有する、上記［１］に記載の光学デバイス。
［１３］　前記帯電防止層が、ビーズ又は粒子を更に含む、上記［１］に記載の光学デバ
イス。
［１４］　前記帯電防止層が、（ａ）、（ｂ）、及び（ｃ）少なくとも１つの非オニウム
重合性非シリコーンモノマー、オリゴマー、又はポリマーの反応生成物を含む、上記［１
］に記載の光学デバイス。
［１５］　前記帯電防止層が、（１）（ａ）前記少なくとも１つのオニウム塩と、（ｂ）
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前記少なくとも１つの非オニウム重合性シリコーン、又はペルフルオロポリエーテル部分
含有モノマー、オリゴマー、若しくはポリマーと、任意に（ｃ）少なくとも１つの非シリ
コーン非ペルフルオロポリエーテルモノマー、オリゴマー、又はポリマーと、を含む液体
コーティング組成物を提供する工程、（２）前記液体コーティング組成物を前記光学層の
表面に適用する工程、及び（３）前記液体コーティング組成物をその場で硬化し、前記帯
電防止層を形成する工程、により形成される、上記［１］に記載の光学デバイス。

【図１】
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